
第33条 受注者は，前条第３項の規定により受領済みの前払金に追加して更に前払金の支払を請求する場合には，あらかじめ，保証契約を変更し，変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。
２ 受注者は，前項に規定する場合のほか，業務委託料が減額された場合において，保証契約を変更したときは，変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は，前払金額の変更を伴わない履行期間の変更が行われた場合には，発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

（前払金の使用等） 

第34条 受注者は，前払金をこの業務の材料費，労務費，外注費，機械購入費（この業務において償却される割合に相当する額に限る。），動力費，支払運賃及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。 

（部分払） 

第35条 受注者は，委託業務の完了前に履行した既済部分がある場合において，その既済 

部分に係る業務委託料を請求するときは，第30条中「業務」とあるのは「既済部分に係 

る業務」と「成果物」とあるのは「既済部分に係る成果物」と同条第４項及び第31条中 「業務委託料」とあるのを「既済部分に係る業務委託料」と読み替えて，これらの規定 

を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第31条第１項の規定により受注者が請求することができる 既済部分に係る業務委託料は，次号に掲げる式により算定する。また，この請求は，履行 

期間中１回を超えることができない。 

(1) 部分払金の額 ≦ 既済部分に係る業務委託料×（9/10－前払金の額/業務委託料） 

（長期継続契約の特則） 

第36条 長期継続契約において，各会計年度における業務委託料の支払の限度額（以下「支払限度額」という。）は，次のとおりとする。 

年度　金　　　　　　　　　　　　 円 

年度　金　　　　　　　　　　　　 円 

年度  金　　　　　　　　　　　　円 

２ 頭書の前払金の各会計年度における支払の限度額は，次のとおりである。 

年度　金　　　　　　　　　　　　 円 

年度　金　　　　　　　　　　　　 円 

年度　金　　　　　　　　　　　　 円 

３ 発注者は，予算上の都合その他の必要があるときは，第１項の支払限度額，第２項の前払金支払限度額を変更することができる。 

（長期継続契約の前金払の特則） 

第37条 長期継続契約の前金払については，第32条中「契約書記載の業務完了の時期」とあるのは「契約書記載の業務完了の時期（最終の会計年度以外の会計年度にあっては，各会計年度末）」と，第32条第３項，第４項及び第５項並びに第31条第２項中「業務委託料」とあるのは「当該会計年度の支払限度額」と読み替えて，これらの規定を準用する。ただし，この契約を締結した会計年度（以下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては，受注者は，発注者の予算の執行が可能となる時期以前に前払金の支払を請求することはできない。 

２ 前項の場合において，契約会計年度について前払金を支払わない旨が設計図書に定められているときには，前項の規定による読み替え後の第32条第１項の規定にかかわらず，
受注者は，契約会計年度について前払金の支払を請求することができない。 

（適用除外） 

第37条の２ 第36条から前条までの規定は，この契約が長期継続契約でない場合には，適用しない。 

（第三者による代理受領） 

第38条 受注者は，発注者の承諾を得て業務委託料の全部又は一部の受領につき，第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は，前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において，受注者の提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは，当該第三者に対して第31条（第35条において準用する場合を含む。）の規定に基づく支払をしなければならない。 

（前払金等の不払に対する業務中止） 

第39条 受注者は，発注者が第32条又は第35条において準用される第30条の規定に基づく支払を遅延し，相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは，業務の全部又は一部を一時中止することができる。この場合においては，受注者 はその理由を明示した書面により，直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は，前項の規定により受注者が業務を一時中止した場合において，必要があると認められるときは履行期間若しくは業務委託料を変更し，又は受注者が増加費用を必要とし，若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第40条 発注者は，引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないも の（以下「契約不適合」という。）であるときは，受注者に対し，成果物の修補又は代替 物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。 

２ 前項の場合において，受注者は，発注者に不相当な負担を課するものでないときは，発 注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において，発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし，その期間 内に履行の追完がないときは，発注者は，その不適合の程度に応じて代金の減額を請求す ることができる。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，催告をすることなく， 直ちに代金の減額を請求することができる。 

(1) 履行の追完が不能であるとき。 

(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 成果物の性質又は当事者の意思表示により，特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において，受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか，発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

（発注者の任意解除権） 

第41条 発注者は，業務が完了するまでの間は，次条又は第43条の規定によるほか，必要が あるときは，この契約を解除することができる。 
- 11 -
- 12 -

